
平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部
地すべり対策事業
費

国補公共事業（異常気象対
策）

31,500 1,500
地すべりによる被害を除去または軽減して国土の保全と住民の安
全を図るため、地すべり防止施設の新設を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進

農林水産部
海岸保全施設整備
事業費

国補公共事業（地震対策） 180,500 2,500

海岸保全区域内で高潮、波浪、津波等による被害を防止するた
め、堤防、樋門、樋管等の新設改修を行う。
１．老朽化対策・侵食対策海岸保全施設の機能回復や強化を図
る。
２．調査及び補修老朽化が進行している施設の調査及び補修を行
い被害の防止を図る。

治山・治水・海岸
保全の推進

農林水産部
県単耕地施設管理
事業費

県単公共事業 7,000 7,000

１県が管理する海岸保全区域及び地すべり防止区域における巡視
等について市町に維持管理を委託し、海岸保全区域、地すべり防
止区域の適切な管理を行う。
２海岸保全施設の損傷が小規模なものについて、修繕を行い、災
害の防止と国土保全に資する。

治山・治水・海岸
保全の推進

農林水産部
海岸漂着物等処理
推進事業費

国補公共事業 6,300 1,100

近年の大雨・台風等の後、大量の流木やゴミ等が海岸に押し寄
せ、海岸環境の悪化が生じている。このため、県が管理する農地
海岸において、海岸漂着物の回収・処理を実施し、海岸の良好な
景観及び環境の保全を図る。

治山・治水・海岸
保全の推進

農林水産部 治山事業費
（国補公共事業）治山事業
費

1,380,354 5,351

荒廃森林の復旧、土砂災害の防止、良質な水の安定供給など、県
民生活の安全を確保するため、治山施設の整備を進めるととも
に、公益的機能が低下した保安林の整備や老朽化した治山施設の
改修等を行い、災害に強い森林づくりを進めます。

治山・治水・海岸
保全の推進

農林水産部 県単治山事業費
（県単公共事業）県単治山
事業費

1,174,641 0
山地災害から生命・財産の保全を図るため、人家等に近接する山
地災害危険地区などの荒廃森林の復旧・整備や保安林整備等を行
います。

治山・治水・海岸
保全の推進

農林水産部
県営漁港海岸保全
事業費

国補公共事業 316,900 14,900

勢力を増す台風や南海トラフ地震などの大規模自然災害による高
潮・波浪・津波による越波や浸水被害に備えるため、漁港海岸保
全施設の嵩上げや耐震対策などを実施する。また、漁港海岸施設
の諸元や老朽状況を踏まえた長寿命化計画を早急に策定し、計画
的な施設整備（修繕）を行う。

治山・治水・海岸
保全の推進

農林水産部
県営受託漁港海岸
保全事業費

受託事業 618,000 0
津波、高潮、波浪等の災害から、背後の漁業集落に住む人の生命
及び財産を防護するため、公益上特に必要があると認める地域の
堤防や護岸等について、県が市町から受託し事業を実施する。

治山・治水・海岸
保全の推進

農林水産部
漁港海岸漂着物等
処理推進事業費

国補公共事業 3,112 812

海岸は国土の保全や漁業活動の場、さらに海水浴場等のレクレー
ション活動など場としての重要な役割を担っている。しかし、近
年大雨・台風等の後、大量の流木やゴミ等が海岸に押し寄せ、生
態系を含む海岸環境の悪化、海岸機能の低下や漁業への影響など
の被害が生じている。このため、県が管理する漁港海岸におい
て、海岸漂着物の回収・処理を実施し、海岸の良好な景観及び環
境の保全を図る。

治山・治水・海岸
保全の推進

農林水産部
治山施設災害復旧
事業費

平成２９年治山施設災害復
旧事業費

31,500 2,490
平成29年に豪雨等により被災した治山施設の災害復旧等を行いま
す。

治山・治水・海岸
保全の推進

農林水産部
治山施設災害復旧
事業費

平成３１年治山施設災害復
旧事業費

94,500 1,470
平成31年に林地荒廃防止施設に災害が発生した場合の復旧整備等
を行います。

治山・治水・海岸
保全の推進

農林水産部
県営海岸保全施設
等災害復旧事業費

平成３０年災害復旧事業費 10,000 334
海岸保全施設の災害復旧において、公共土木施設災害復旧事業費
国庫負担法等を活用し、国土の保全を図る。

治山・治水・海岸
保全の推進
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農林水産部
県営海岸保全施設
等災害復旧事業費

平成３１年災害復旧事業費 79,120 787
海岸保全施設の災害復旧において、公共土木施設災害復旧事業費
国庫負担法等を活用し、国土の保全を図る。

治山・治水・海岸
保全の推進

農林水産部
農福連携による次
世代型農業モデル
構築事業費

ノウフク・ブランド確立支
援事業費

6,188 302

ノウフク・ブランドの構築に向けて、企業等との連携によるノウ
フク商品の販路開拓や新商品の開発、新規品目導入のための技術
支援などを行うとともに、ノウフク・マルシェ等を活用しながら
消費者に向けたＰＲ活動に取り組む。

障がい者の自立と
共生

農林水産部
農福連携による次
世代型農業モデル
構築事業費

農福連携全国都道府県ネッ
トワーク形成・強化事業費

1,000 0

「農福連携全国都道府県ネットワーク」との連携を強化する中
で、全国の優良・先進事例の調査をふまえ、農福連携の効果の検
証や発信などに取り組み、農福連携のさらなるステップアップに
つなげる。

障がい者の自立と
共生

農林水産部
農福連携による次
世代型農業モデル
構築事業費

ノウフク就労支援円滑化地
域モデル構築事業費

4,390 2,195
障がい者の施設外就労（農作業請負）の拡大・定着に向け、地域
の障がい者支援組織や農業協同組合等が連携しながら、福祉事業
所と農業経営体等をマッチングする仕組みづくりに取り組む。

障がい者の自立と
共生

農林水産部
林福連携による新
たな雇用創出促進
事業費

林福連携による新たな雇用
創出促進事業費

629 315

一次産業の分野では、これまでの農福連携の取組から、障がい者
が農業に高い適性を示すことが明らかになったことから、農業以
外の分野においても障がい者が新たな担い手として活躍できる取
組の支援が求められています。このことから、林業分野において
も福祉との連携を推進し、農林水産業で障がい者が活躍できる環
境整備を進めます。

障がい者の自立と
共生

農林水産部
水福連携による次
世代型水産業モデ
ル構築事業費

水福連携による次世代型水
産業モデル構築事業費

1,129 565

漁業者と福祉事業所等との連携のための組織を立ち上げ、地域が
主体となって水福連携に取り組む体制づくりを支援するととも
に、福祉事業所の職員等を地域における水福連携の推進等を担う
指導者として育成するため、養成研修を実施します。

障がい者の自立と
共生

農林水産部
食の安全・安心確
保推進事業費

食の安全・安心確保推進事
業費

633 532

「食の安全・安心が確保された三重県」を実現するため、条例及
び基本方針に基づき、消費者・事業者・行政の主体的な取組を総
合的に推進するとともに、米トレーサビリティ法に係る監視指導
を実施する。また、農産物検査法に基づき、地域登録検査機関の
各種登録事務、検査結果報告の受理や農林水産省への報告を行う
とともに地域登録検査機関への監視指導を行います。

食の安全・安心の
確保

農林水産部
農作物等適正管理
推進事業費

農作物等適正管理推進事業
費

16,732 4,315

病害虫の発生時期・発生量等の予測情報の提供や防除技術の普
及、重要病害虫の感染拡大防止、県内の土壌データ収集に基づく
土作り推進等を行うことにより、安全・安心で環境にやさしい農
業生産体制の構築を進める。
①病害虫発生予察等総合推進
②土壌適正管理調査・指導
③農地土壌温室効果ガス排出量算定基礎調査事業

食の安全・安心の
確保

農林水産部
食の安全・農林水
産物安全確保事業
費

農産物生産資材等監視事業
費

479 141

農業生産資材の適正な流通並びに使用の確保等を進めることによ
り、事業者の自主管理を促進し、安全で安心な農産物が安定的に
消費者に対して供給されるような体制を構築するため、次の対策
等を実施する。
①肥料監視・指導対策
②農薬監視・指導対策

食の安全・安心の
確保
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農林水産部
家畜衛生防疫事業
費

家畜衛生防疫事業費 58,460 16,593

社会的・経済的に重大な被害を及ぼす口蹄疫、高病原性鳥インフ
ルエンザ等の家畜伝染病の発生予防及びまん延防止を図る。
飼料及び動物用医薬品等の適正使用を推進するための立ち入り検
査を行い、安全な畜産物の供給に資する。県内の死亡牛BSE検査
を実施し、牛肉の安全性を確保する。
検査機器の校正、整備を行い、検査の精度管理体制の構築を行う
ことで、迅速・正確な家畜伝染病の診断や国際的な信用を確保
し、輸出等の促進を図る。

食の安全・安心の
確保

農林水産部
家畜衛生危機管理
体制維持事業費

家畜衛生危機管理体制維持
事業費

12,775 4,397

高病原性鳥インフルエンザ等の発生に備えて、家畜保健衛生所に
おける危機管理体制を維持するため、設備・備品の設置及びメン
テナンスを行う。
畜産農場へ家畜防疫に必要な動力噴霧器を導入する。

食の安全・安心の
確保

農林水産部
消費者に安心され
る養殖水産物の生
産体制整備事業費

消費者に安心される養殖水
産物の生産体制整備事業費

1,192 606

三重県の養殖等水産物を消費者へ安全で安心できる安全衛生管理
体制で提供していくため、生産者の衛生管理体制を強化推進し、
消費者ニーズに対応した水産物を安定的に供給できる体制の構築
を整備する。

食の安全・安心の
確保

農林水産部
獣害につよい地域
づくり推進事業費

獣害につよい地域づくり推
進事業費

252,119 2,019
獣害につよい地域づくりを推進するために、集落ぐるみの効果的
な被害防除対策や、有害鳥獣の捕獲に対して支援を行います。

獣害対策の推進

農林水産部
みえの獣肉等流通
促進事業費

みえジビエの消費拡大に向
けた「みえモデル」構築事
業費

1,010 1,010

みえジビエのブランド力向上・消費拡大に向け、捕獲から処理加
工・流通において関係事業者が連携して安全確保と安定供給・品
質保持を図っていくためのみえジビエ供給システムの構築に取り
組む。

獣害対策の推進

農林水産部
野生鳥獣管理事業
費

野生鳥獣捕獲管理事業費 30,957 8,249
野生鳥獣の保護・管理のため、鳥獣保護管理員を配置するととも
に、狩猟の取り締まりや指導、狩猟免許試験及び更新時講習並び
に指定管理鳥獣の捕獲などを行います。

獣害対策の推進

農林水産部
野生鳥獣管理事業
費

野生鳥獣生息管理事業費 1,905 1,905

第12次鳥獣保護管理事業計画及び第二種特定鳥獣管理計画（ニホ
ンジカ、イノシシ、ニホンザル）の進捗管理等を行います。
また、鳥獣保護管理事業計画に基づいた鳥獣保護区等の指定、ニ
ホンジカ等のモニタリング調査など野生鳥獣の生息管理を行いま
す。

獣害対策の推進

農林水産部
獣害対策推進体制
強化事業費

獣害対策推進体制強化事業
費

10,222 1,191

集落ぐるみによる取組を実施するための体制づくりや、地域にお
ける獣害対策のリーダーの育成により、獣害につよい集落を育成
するための基盤をつくるとともに、被害対策の基礎的な支援とな
る新技術の開発・実証や捕獲力強化を行う。

獣害対策の推進

農林水産部
内水面域振興活動
推進事業費

内水面域振興活動推進事業
費

1,283 1,192

環境問題に対する意識の高まりに伴い、内水面漁業の振興におい
ても生態系・環境の保全が重要な課題となる中、内水面の水産資
源の安定化を図ることで内水面漁業の振興を促進するとともに、
遊漁者等のレクリエーションの場を提供するため、内水面漁業協
同組合連合会が行う増殖事業及びカワウ等による食害対策事業を
支援するとともに、内水面水産資源の回復のための指導及び調査
を行う。

獣害対策の推進

農林水産部
森林公園利用促進
事業費

森林公園利用促進事業費 51,309 0

森林環境学習や自然とのふれあいの場の拠点施設として、「三重
県民の森」及び「三重県上野森林公園」の適切な維持管理を行う
とともに、利用者のニーズにあわせたイベント等を開催し利用の
増進を図ります。

豊かな自然環境の
保全と活用
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農林水産部
野生生物保護事業
費

野生生物保護事業費 1,647 1,647

貴重な自然環境の保全、野生生物の保護を図るため、県内に自然
環境保全指導員を配置し、巡視活動や情報収集を行います。
また、野生生物の保護や生物多様性保全等に係る普及啓発を行う
とともに、鳥獣保護管理事業計画に基づく傷病野生鳥獣の救護の
実施のほか、死亡野鳥等における高病原性鳥インフルエンザウィ
ルスの保有状況調査を実施し、家きん等への鳥インフルエンザ
ウィルスの伝染を防止するため、関係機関との情報共有に努めま
す。

豊かな自然環境の
保全と活用

農林水産部
自然環境保全対策
事業費

自然環境保全対策事業費 110 110

優れた自然の風景地を有する区域を将来にわたって保護するた
め、県内の国定公園及び県立自然公園、自然環境保全地域の計画
の策定や保護及び規制等を行います。また、自然公園等において
生態系の維持や回復が必要な地域の調査や対策を関係者と協力し
て実施し、優れた生態系の維持・回復を図ります。

豊かな自然環境の
保全と活用

農林水産部
自然公園利用促進
事業費

自然公園利用促進事業費 18,210 0
県民が自然公園や長距離自然歩道とのふれあいを推進するため、
自然公園等施設の適正な管理を行います。

豊かな自然環境の
保全と活用

農林水産部
自然公園ナショナ
ルパーク化促進事
業費

自然公園ナショナルパーク
化促進事業費

52,976 3,481

世界水準のナショナルパーク化を目指す伊勢志摩国立公園におい
て、伊勢志摩地域が持つ美しい自然景観等の魅力を国内外から訪
れる利用者が、十分に体験できるよう、伊勢志摩国立公園内の
ビューポイントの整備や地域資源の保全・活用に取り組みます。

豊かな自然環境の
保全と活用

農林水産部
団体営農業集落排
水整備促進事業費

国補公共事業 139,528 16,051

農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設の機能維持又は農村
環境の改善を図り、併せて公共用水域の水質保全に寄与するた
め、農業集落におけるし尿、生活雑排水又は雨水を処理するため
の施設を整備し、生産性の高い農業の実現と活力ある農村社会の
形成に資する。

大気・水環境の保
全

農林水産部
団体営農業集落排
水整備支援事業費

県単公共事業 30,976 30,976
農業集落排水施設の整備を行う、汚水処理施設整備交付金等を支
援するため、市町の起債償還に対して支援を行う。

大気・水環境の保
全

農林水産部
人権問題啓発推進
事業費

人権問題啓発推進事業費 685 74

農林水産業団体の役職員等を対象に、人権問題に関する啓発を推
進する。
・人権啓発研修会の開催
・人権啓発物品の配布
・農林水産業団体が開催する人権研修の支援
・その他人権啓発活動

人権が尊重される
社会づくり

農林水産部
農山漁村滞在交流
促進事業費

三重まるごと自然体験促進
事業費

14,677 7,339

国内外の若者等に向けて、三重ならではの自然体験や、より滞在
時間の長い交流の機会をオール三重の体制で積極的に提供するこ
とで、交流・関係人口の増加、誘客による地域経済の活性化を図
り、若者の三重への定着につなげます。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
中山間地農業ル
ネッサンス推進事
業費

中山間地農業ルネッサンス
推進事業費

3,061 0
収益力向上や担い手の確保など、中山間地農業の抱える課題を解
決するため、中山間地農業の特色を生かした多様な取組へのチャ
レンジを誘発するとともに、モデル事例の横展開を図ります。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
農業環境価値創出
事業費

農業環境価値創出事業費 18,853 7,047

有機農業やＩＰＭ(総合的病害虫防除)など、地球温暖化防止や生
物多様性保全等に効果の高い営農活動を支援するとともに、環境
保全型農業の生産技術を向上させる取組を進める。
（１）環境保全型農業直接支払い事業
（２）環境保全型農業直接支払推進交付金市町推進事業

中山間地域・農山
漁村の振興



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部
県営水環境整備事
業費

国補公共事業 44,100 1,600

水路、ため池、ダム等の農業用水利施設の保全管理または、整備
と一体的に地域の有する多面的機能の維持増進に資する施設の整
備を行い、農村における生活空間の質的向上を図る。
１地域用水環境整備事業（地域用水環境整備）
２地域用水環境整備事業（単独魚道整備）

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
県単基幹水利施設
緊急調査・補修事
業費

県単公共事業 4,488 4,488

適正に管理されている基幹水利施設の突発的破損を回避するとと
もに、大規模災害時などにおける被害を防ぐため、簡易的な機能
診断を含めた調査及び劣化防止等対策工事を実施し、農業水利施
設の保全を図ります。
1.基幹水利施設緊急調査事業
2.機能保全緊急補修事業

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
基幹農業水利施設
ストックマネジメ
ント事業費

国補公共事業 388,444 28,812

１．基幹水利施設ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業（法律・予算補助）
農業水利施設の機能診断を実施し保全計画を策定するとともに対
策工事を行うことにより施設の長寿命化を図る。
２．土地改良施設診断・管理指導事業
土地改良施設において専門指導員による点検・診断及び更新整備
等に対する指導を行い、施設の長寿命化を図る。
３．県単予防保全調査・補修事業
簡易的な機能診断及び対策工事を実施し、施設の保全を図る。
４．土地改良施設突発事故復旧事業（県営）
突発的な事故により機能低下及び喪失が生じた場合に機能回復を
図る工事を実施し、農業経営の安定を図る。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
農業・農村におけ
る生物多様性保全
対策事業費

県単公共事業 500 500
農業農村整備事業を実施する地域における動植物の生態を調査
し、農業農村整備事業の実施に伴う工事が希少生物等に及ぼす影
響とその影響を軽減する方法について検討する。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
県営ため池等整備
事業費

国補公共事業 97,263 2,105

1.農業用河川工作物応急対策
河川に設置された農業用河川工作物の構造が不適当なものについ
て災害を未然に防止するための改善措置を行う。
2.用排水施設整備
農用地、農業用施設の災害を未然に防止するために水路等の改修
を行う。
3.ため池等整備事業
下流に人家があり、地震等により決壊した場合に被害を及ぼす恐
れのあるため池について、改修整備を行い、県民の生命・財産を
守る。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
団体営ため池等整
備事業費

国補公共事業 218,978 4,700

１.用排水施設整備改築後における自然的社会状況の変化等に対
応して早急に整備を要する頭首工、用排水機場、水路等の用排水
施設の改修を行う。
２.調査計画事業整備計画を策定するための地域の諸条件の現状
把握、概略設計及びハザードマップの作成を行う。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
農業用施設アスベ
スト対策事業費

国補公共事業 178,500 1,000
農業農村整備事業において使用された石綿を含有する製品を含有
しない製品に代替し、農業者等の健康を害することを未然に防止
することによって農業経営の安定及び維持を図る。

中山間地域・農山
漁村の振興



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部
基幹土地改良施設
防災機能拡充保全
事業費

国補公共事業（異常気象対
策）

701,257 5,112

排水条件の悪化した地域の湛水被害を未然に防止するため、排水
機・樋門・排水路等の新設・改修を行う。
1.湛水防除事業（ゼロメートル地帯）
2.湛水防除事業
3.小規模土地基盤整備事業

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
農山漁村交流支援
事業費

地域資源活用型ビジネス展
開事業費

4,697 2,197

地域の豊かな資源を活用して魅力ある産品やサービスを提供する
「地域資源活用型ビジネス」に取り組むことができる人材の育成
や、様々な主体が連携して地域の魅力をより実感できるビジネス
プランが提供できる組織づくり、情報発信による支援などを行
い、地域の雇用の場や所得機会を確保し、農山漁村地域への交流
人口拡大を目指します。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
県営中山間地域総
合整備事業費

国補公共事業 347,850 1,594

自然的、社会的、経済的諸条件に恵まれない中山間地域における
農業・農村の活性化を図るため、地域の特性に応じた生産及び生
活環境の基盤を総合的に整備し、地域の立地条件に適応した活力
ある農業の確立と快適で住みよい農村づくりを行う。
１集落型事業
２広域連携型事業
３実施計画型事業

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
ふるさと水と土保
全対策事業費

ふるさと水と土保全対策事
業費

7,842 0

中山間ふるさと・水と土保全基金を活用し、中山間地域等におけ
る農地等の多面的機能を良好に発揮させるため、ふるさと水と土
指導員等の資質向上及び地域が自ら農地、土地改良施設の保全管
理活動や農村景観の保全・創造等の取組を支援する。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
中山間地域等直接
支払事業費

中山間地域等直接支払事業
費

217,100 83,145

耕作放棄地の増加等により、多面的機能の低下が特に懸念されて
いる中山間地域等において、農業生産の維持を図りつつ多面的機
能を確保する観点から、平坦地域との生産条件の不利性を補正す
る支援を直接的に行う。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部 山村振興事業費 山村振興特別対策事業費 300 300

山村振興法に基づき市町が作成する山村振興計画に掲げる目標に
即し、農林漁業の振興、都市との交流促進、生活環境の整備及び
就業機会の拡大を図るとともに、整備した施設の適正な管理運用
を監督します。また、山村振興施策を推進するため、全国レベル
の各種団体に参画し情報収集を行うほか、県内への普及展開を図
ります。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
三重のふるさと応
援事業費

子ども農山漁村ふるさと体
験推進事業費

4,716 0

子ども農山漁村交流プロジェクトや子ども会の旅行、子ども体験
活動クラブの野外活動などで、国内外からの子ども達による農山
漁村地域でのふるさと生活体験活動を推進するため、体験民宿の
開業支援や体験指導者の育成及び受入体制の整備を促進する。ま
た、学校側への積極的なPRを行い、受入側、学校側双方の取組機
運を醸成する。このことにより農山漁村の地域コミュニティ再生
と地域活力増進を目指す。

中山間地域・農山
漁村の振興



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部
三重のふるさと応
援事業費

三重のふるさと応援カンパ
ニー推進事業費

4,663 0

農山漁村、特に中山間などの条件不利地域では、農林漁業の低迷
や過疎高齢化が進むなど様々な課題がある一方で、多様な生態系
や美しい景観などの資源も有している。また企業では、豊富な人
材や、個人と比べれば豊富な資金、事業基盤を有する一方で、他
社と差別化できて付加価値の高い商品開発や社会貢献、社員の士
気向上や心の健康管理が課題となっている。こうした農山漁村と
企業の資源と課題をうまく結びつけることで、双方にメリットが
ありつつ、多様な主体が農山漁村地域を支えるような新しい関係
づくりを目指す。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
団体営農村振興総
合整備事業費

国補公共事業 30,012 5,512
地域における自然的、社会的諸条件等を踏まえつつ農業生産基盤
の整備及びこれと関連を持つ農村生活環境の整備を総合的に実施
し、活力ある農村地域社会の発展を図る。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
県営農村振興総合
整備事業費

国補公共事業 133,772 2,586
地域における自然的、社会的諸条件等を踏まえつつ農業生産基盤
の整備及びこれと関連を持つ農村生活環境の整備を総合的に実施
し、活力ある農村地域社会の発展を図る。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
日本型直接支払事
業費

多面的機能支払事業費 1,093,366 350,528

農業・農村は、国土保全、水源かん養、景観形成等の多面的機能
を有しています。このような多面的機能を発揮させるため、地域
資源（農地、農業用水路、農道等）の維持保全活動、生態系の保
全活動、景観形成活動、農業用施設等の長寿命化のための補修活
動に取り組む地域の共同活動を支援します。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
命と暮らしを守る
農道保全対策事業
費

国補公共事業 254,100 1,101

災害時における緊急避難路及び物資の輸送路を確保するため、基
幹となる農道等について、老朽化した路面及び法面の保全対策や
安全対策を実施します。
１広域農道（保全対策）
２基幹農道（保全対策）
３一般農道（保全対策）

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部 遊漁調整費 遊漁調整通常事務費 710 ▲ 624

1.海面における遊漁と漁業との間の漁場海面利用調整を図るため
に次の事業を行う。
・漁場利用協定等の促進、海面利用協議会の運営
・遊漁船業者への立入検査等
・プレジャーボート等の漁場利用適正化対策
2.遊漁船業の適正化に関する法律に基づく遊漁船業者を登録する
ために次の事業を行う。
・遊漁船業者の登録原簿の作成
・遊漁船業者登録システムへの入力作業

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
水産多面的機能発
揮対策事業費

国補公共事業 8,958 7,500
水産多面的機能を発揮させることにより、水産業・漁村の活性化
を図っていくために、漁業者等から構成される活動組織が行う干
潟･藻場の再生や保全活動に対して支援を行う。

中山間地域・農山
漁村の振興

農林水産部
農山漁村交流事業
費

移住促進に向けた農山漁村
魅力発信事業費

682 682

県内各地において、農林漁業体験民宿等への宿泊を通じて、地域
ならではの体験や農林漁業者等との交流を行う機会が創出されて
います。これらの体験をまとめて発信するために広報媒体を作成
し、移住交流イベントなど都市部での情報発信につなげます。加
えて、移住に向けた地域での受入れ体制づくりを支援していくこ
とで、体験・交流から地域との関係性を深め、移住につなげてい
くことをめざします。

移住の促進



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部 農政総務費 一般管理事業費 95,625 83,944 農林水産部内運営にかかる経費及び政策開発経費

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
地産地消の絆と地
域内流通支援事業
費

食で生みだす絆づくり・輪
づくり推進事業費

4,293 483
「第3次三重県食育推進計画」に基づき、多様な主体と連携し、
食育に関する情報発信に取り組むとともに、地産地消の推進にも
取り組む。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
戦略的ブランド化
推進事業費

戦略的ブランド化推進事業
費

2,868 1,107 特に優れた県産品とその事業者を三重ブランドとして認定する。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
みえ農林水産ひと
結び塾事業費

みえ農林水産ひと結び塾事
業費

2,042 23

生産、加工、流通、販売などの分野で人材間ネットワークを構築
し、新たなイノベーションの創出に取り組むための課題解決型
ワークショップなどを実施することで、具体的な連携への取組を
促進します。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
農林水産物の東京
オリ・パラに向け
た総合推進事業費

農林水産物の東京オリ・パ
ラに向けた総合推進事業費

2,423 1,212
東京２０２０大会というビッグチャンスを逃すことなく、大会に
おける影響力の高いホテルや大会スポンサーと連携したプロモー
ションを展開し、県産農林水産物の認知度や評価を向上させる。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
みえフードイノ
ベーション総合推
進事業費

みえフードイノベーション
総合推進事業費

76,669 4,978

農林水産資源を活用して、生産者や食品産業事業者、大学など産
学官のさまざまな主体の知恵や技術を結集し融合することによ
り、新たな商品やサービスを革新的に生み出す仕組みづくりを推
進する。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
農業試験研究管理
費

農業試験研究管理費 101,948 84,264 農業研究所の運営及び施設、試験ほ場の管理に要する経費

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
農業試験研究管理
費

植物工場実証パイロット事
業費

9,788 0
農業研究所内に整備した太陽光利用型植物工場において、トマ
ト、イチゴ生産の低コスト化、周年栽培の栽培実証を行うととも
に、実証技術を普及・拡大させるための人材を育成する。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
農業技術開発推進
費

農業関係県単経常試験研究
費

1,510 0
県民の農業や食に対する多様な期待に応えるため、県内農業関係
者から早急に解決を求められている課題に係る研究、県内農業の
生産性向上や売れる商品の創出につながる研究を行う。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
農業技術開発推進
費

農業受託研究事業費 9,752 0
民間企業等が開発している新しい農薬や肥料、資材などについ
て、三重県の農業振興を図る上で貢献が見込まれるものを選定・
受託し、その効果を試験する。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
農業技術開発推進
費

農業技術高度化研究開発推
進事業費

188,969 0
国等からの委託を受け、県内農業の振興に生かすことができる、
高度な技術的課題を解決するための研究プロジェクトを推進す
る。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部
畜産業試験研究管
理費

畜産業試験研究管理費 64,015 21,193

畜産研究所の一般的な管理運営に必要な経費。具体的には、黒毛
和牛繁殖・供卵・育成・肥育牛群を管理するとともに、種豚、子
豚、能力の優れた種鶏、採卵鶏、肉用鶏を飼養し、試験研究に供
する。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
畜産業技術開発推
進費

畜産関係県単経常試験研究
費

41,207 0

県民の畜産業や食に対する多様な期待に応えるため、県内畜産業
関係者から、早急に解決を求められている課題に係る研究、県内
畜産業の生産性の向上や売れる商品の創出につながる研究を行
う。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
畜産業技術開発推
進費

畜産業技術高度化研究開発
推進事業費

5,152 0
国等からの委託を受け、県内畜産業の振興に生かすことができ
る、高度な技術的課題を解決するための研究プロジェクトを推進
する。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
林業試験研究管理
費

林業試験研究管理費 21,711 21,289 林業試験研究における一般的な管理運営に要する経費

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
林業技術開発推進
費

林業技術開発事業費 8,887 0

「もうかる林業への転換」、「災害に強い森林づくり」、「獣害
対策の推進」など森林・林業・木材産業に対する多様な県民の
ニーズに応えるため、森林の効率的育成や資源の利用拡大、新た
な商品の創出、森林のもつ公益的機能の高度発揮等に向けた技術
開発を行います。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
水産業試験研究管
理費

水産業試験研究管理費 42,157 41,986

水産研究所の維持管理及び円滑な研究推進の作業の安全確保のた
めに施設の整備を図る。
・水産研究所（研究室含む）の維持管理費
・所属船の維持管理費
・嘱託員の報酬及び社会保険料
・業務補助職員の賃金及び社会保険料
・各種負担金
・水産研究所における機器類等の整備に要する経費

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
水産業技術開発推
進費

水産関係県単経常試験研究
費

6,358 4,858
養殖や栽培漁業のための技術開発、資源管理や漁場環境、生物多
様性保全のための調査・研究などを行う。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
水産業技術開発推
進費

資源評価調査事業費 22,459 0
200カイリ水域内における重要漁業資源の資源量評価とその動向
予測及び管理手法の検討に必要な科学的情報を収集する。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
水産業技術開発推
進費

日本周辺高度回遊性魚類資
源調査事業費

2,075 0

国や他県水産研究機関と連携し、日本周辺水域におけるカツオ・
マグロ類の漁獲状況や漁獲物の生物特性（年齢構成、成長、成熟
状況等）を把握するとともに、それらに基づく解析から資源動向
を評価し、資源管理方策を具体化する際の科学的根拠とする。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
水産業技術開発推
進費

熊野灘沿岸における有害プ
ランクトン優占化機構に関
する研究費

1,960 0
熊野灘沿岸域における有害プランクトンの長期的な変遷と発生環
境を把握するとともに、有害赤潮のシード供給メカニズムを解明
し、有害赤潮による漁業被害の防止に資する。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部
水産業技術開発推
進費

水産業技術高度化研究開発
推進事業費

41,423 386

本事業は、漁業者が抱える放流技術、養殖技術、漁場環境の改善
等各分野技術の向上につながる研究開発や実証モデルの構築に係
る取組を大学や公設研究機関等と連携・協力して推進し、漁業生
産技術の課題解決に資する。

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
水産業研究施設機
器整備費

水産業研究施設機器整備費 52,035 2,035 ・水産研究所調査船「あさま」中間検査に要する経費52,035千円

農林水産業のイノ
ベーションを支え
る人材育成と新た
な価値の創出

農林水産部
農業経営体育成普
及事業費

農業経営体育成普及事業費 47,785 11,076

安全・安心な食料の安定供給につながる経営体及び担い手の確
保・育成のため、水田営農システムやもうかる農業の推進等を踏
まえた高度で先進的な技術導入、経営改善、マーケティング能力
向上への支援等の効率的な普及活動を実施する。また、農業改良
普及センターの整備、普及指導員の資質向上を図る。

農業の振興

農林水産部
農業・農村再生検
討調査事業費

農業・農村再生検討調査事
業費

662 662
「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例」の着実な
推進を図るために必要な調査・検討等を行う。

農業の振興

農林水産部
地域活性化プラン
推進事業費

地域活性化プラン推進事業
費

1,863 1,863

地域の農業者をはじめ様々な関係者の創意工夫のもと、農地、景
観、文化、人材など地域資源を有効活用する取組の実践を支援す
ることで、農産物の高付加価値化や地域の取組の発展、人材の確
保・育成等の新たな価値創出につながる取組を進める集落や産地
等の育成を行います。また、中山間地域における就労機会の創出
につながる基礎的な取組を支援します。

農業の振興

農林水産部
農業のスマート化
促進事業費

農業のスマート化促進事業
費

4,899 2,450
若者が魅力を感じる働きやすい農業の実現に向けて、農業におけ
る労働環境改善や技術習得の円滑化、生産性の向上などにつなが
るＩＣＴ等を活用した取組を促進する。

農業の振興

農林水産部
農業研修教育支援
事業費

農業大学校運営事業費 51,980 20,383

農業後継者育成のための教育機関として、教育計画に基づき、一
般教養、農業基礎、専攻の各講義並びに実習を実施し、知識や能
力を付与する。
・二年課程及び一年課程
・農業短期研修

農業の振興

農林水産部
青年農業者等確保
育成対策事業費

就農支援資金貸付金事業費 6,844 ▲ 3,189

青年等就農計画の認定を行う市町への情報提供など新規就農の促
進に係る事務を行う。就農支援資金の貸付を行った（公財）三重
県農林水産支援センターに対して、就農促進活動、就農支援資金
の償還管理に係る事務費等について補助する。

農業の振興

農林水産部
新規就農者総合支
援事業費

新規就農者総合支援事業費 234,380 0

国の農業人材力強化総合支援事業（農業次世代人材投資事業）を
活用して、就農に向けた研修を行う就農希望者や就農５年目まで
の新規就農者に対して、農業次世代人材投資資金を交付すること
で、青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図り、本県における
青年の新規就農者数の拡大につなげます。

農業の振興

農林水産部
三重の農業若き匠
の里プロジェクト
総合対策事業費

三重の農業若き匠の里プロ
ジェクト総合対策事業費

7,302 1,081

若き農業ビジネス人材を呼び込み、育成するため、県農業大学校
に「みえ農業版ＭＢＡ養成塾」を設置し、農業法人等における
「雇用型インターンシップ」や食品産業事業者等と連携した
「フードマネジメント講座」等の魅力ある育成体制を整備すると
ともに、求める資質を持つ入塾者の確保を行います。
（１）「三重農業版ＭＢＡ養成塾」設置運営事業
（２）若き農業ビジネス人材発掘事業

農業の振興



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部
卸売市場流通対策
事業費

卸売市場流通対策事業費 132,995 132,995

県内の卸売市場における生鮮食料品の合理的・安定的な流通を推
進する。
（１）三重県卸売市場審議会事業
（２）三重県地方卸売市場事業特別会計繰出事業
（３）卸売市場調査指導監督事業

農業の振興

農林水産部
農産物の生産振興
事業費

三重の水田農業構造改革総
合対策事業費

124,708 2,257
水田農業の経営基盤を強化するため、需要に応じた米づくり、
麦・大豆の生産拡大を図るとともに、経営所得安定対策の推進に
取り組みます。

農業の振興

農林水産部
農産物の生産振興
事業費

園芸特産物生産振興対策事
業費

87,027 2,327
園芸特産物の生産振興と安定供給を図るため、生産指導や野菜価
格安定対策、先進的な取組への支援等を進めるとともに、消費拡
大に向けた情報発信を行います。

農業の振興

農林水産部
農産物の生産振興
事業費

産地パワーアップ事業費 234,200 0
地域農業再生協議会が策定した「産地パワーアップ計画」に基づ
き、農業者や農業者団体による高収益な栽培体系への転換や新た
な作物の導入などに向けた施設機械等の導入を支援します。

農業の振興

農林水産部
農産物の生産振興
事業費

ゴマ新需要創出産地支援事
業費

3,000 0

国産ゴマの安定生産と栽培面積の拡大に向けて、農業者・食品企
業・機械メーカー・県・研究機関・普及センターなどが連携し、
栽培技術や乾燥・調整等の機械化に向けた実証や機械の改良など
に取り組む。

農業の振興

農林水産部

東京オリ・パラに
向けた三重の農産
物販売力強化促進
事業費

東京オリ・パラに向けた三
重の農産物販売力強化促進
事業費

2,662 1,580
東京オリンピック・パラリンピックにおける多様な需要に対し
て、米・野菜・花き花木などの県産農産物を供給するため、首都
圏での関係事業者へのプロモーションに取り組みます。

農業の振興

農林水産部
スマート農業果樹
産地導入モデル整
備事業費

スマート農業果樹産地導入
モデル整備事業費

4,970 2,485

柑橘産地で、自動化技術を導入するためのコンソーシアムを組織
し、柑橘生産における導入可能な自動化技術（施肥、摘果、収
穫）の検討と効果実証のためのモデル園地の選定、技術導入のた
めのほ場の再整備を行うとともに、技術導入による労働時間の削
減、高品質柑橘の生産コストの縮減等を実証・検証します。

農業の振興

農林水産部
農業経営近代化資
金融通事業費

農業経営近代化資金融通事
業費

64,612 64,586

農業者の経営改善に向けた取組みへの支援を目的とし、設備・運
転資金等に必要な資金の円滑な融通を図るため、利子補給措置等
を講ずる。
●融資枠
(1)農業経営近代化資金12.0億円
(2)農業経営改善促進資金24.0億円
(3)天災資金0.4億円

農業の振興

農林水産部
農水金融推進事業
費

金融公庫受託事務費 1,120 0
（株）日本政策金融公庫の有効活用を推進するため、関係機関、
団体との連携を図る。

農業の振興

農林水産部 特別会計繰出金
就農施設等資金貸付事業等
特別会計繰出金

68 ▲ 14,511
就農施設等資金貸付金の償還管理及び現地検査等に係る経費に必
要な額を特別会計へ繰り出す。

農業の振興

農林水産部
農協・農業共済指
導事業費

農協・農業共済指導事業費 276 276
農業協同組合及び農業共済組合の健全な運営を確保し、地域農業
の発展を支える組織として活発に活動できるよう支援を行う。

農業の振興

農林水産部
農林水産団体検査
事業費

農林水産団体検査事業費 1,395 1,395

法令等の規定に基づき、農業協同組合、水産業協同組合、土地改
良区等、農業共済組合、森林組合等の事業運営や経営の健全性を
確保するため、組織、業務及び会計の状況等について検査を実施
する。
①法令等遵守とリスク管理体制の整備及び実施状況
②決算及び債権管理の適正性の検証

農業の振興



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部
「広がれＧＡＰの
輪」推進支援事業
費

「広がれＧＡＰの輪」推進
支援事業費

22,452 1,824

ＧＡＰの取組拡大を図り、東京オリンピック・パラリンピックを
契機とした国内外での販路拡大を有利に進められるよう、ＧＡＰ
指導員の育成や認証取得への支援とともに、有機ＪＡＳ認定取得
の支援などに取り組む。また、農業大学校におけるＧＡＰ学習の
カリキュラム化など、学習環境の整備に取り組む。
①リーダー指導員等育成事業
②国際水準GAP認証取得支援事業
③農業大学校GAP学習環境整備事業
④三重ガイドラインGAP認証運営事業
⑤有機JAS認定取得支援事業

農業の振興

農林水産部
地域農政推進対策
事業費

農業経営基盤強化促進事業
費

193,494 6,196

意欲ある農業経営体が農業生産の相当部分を担うような農業構造
を確立するため、認定農業者の育成、農業経営の法人化などの担
い手育成対策を総合的に実施し、農業経営基盤の強化を図る。
１担い手総合支援推進費
２農業経営合理化事業推進費
３経営体育成支援事業
４農業共同利用施設災害復旧事業
５（公財）三重県農林水産支援センター業務推進事業費
６人・農地問題解決加速化支援事業（県実施分）
７担い手確保・経営強化支援事業

農業の振興

農林水産部
地域農政推進対策
事業費

農用地利用集積特別対策事
業費

129,723 376

地域の実態に即し、意欲ある農業者等への農用地の利用集積を促
進するための活動を展開する。
１．人・農地問題解決加速化支援事業
２．農業経営法人化支援総合事業
３．機構集積協力金交付事業

農業の振興

農林水産部
農林水産業版プ
ラットフォーム整
備事業費

農地中間管理機構事業費 167,217 50,300

農地所有者と農業経営者の間に、農地の賃貸借を通じて介在し、
農地利用の再配分を行うこと等により、経営規模の拡大、農地利
用の集約化その他農地の利用の効率化及び高度化を促進する。ま
た、新規就農から経営継承まで農業経営に関わる課題に対応する
ワンストップの相談窓口を開設するとともに、就業マッチングの
場を提供することにより、新規就農者の確保・定着及び農業経営
の発展を図る。
①農地中間管理機構事業費補助金
②農地中間管理機構事業県指導費
③新たな農地の担い手マッチング事業
④新農業人発掘・経営発展支援事業

農業の振興

農林水産部
農林水産業版プ
ラットフォーム整
備事業費

農地中間管理事業等推進基
金積立金

146 0

農地利用集積の推進、農業経営の規模拡大、耕作の事業に供され
る農用地の集団化、新たに農業を営もうとする者の農業への参入
の促進等による農用地の利用の効率化及び高度化を促進し、農業
生産性の向上等を図るため、基金を積み立てる。
１．財産収入（預金利子）

農業の振興



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部
畜産物の生産振興
事業費

中小家畜経営対策事業費 4,523 2,969

効率的で生産性の高い畜産経営体の育成、体質強化、家畜改良増
殖等に係る支援による畜産業の振興を図る。また、鶏卵、鶏肉及
び豚肉の安定的な生産、供給のため、生産量調査を実施し、自主
的な計画生産を推進するとともに、みえ特産鶏の生産基盤強化を
図る。
１畜産振興事業
２家畜改良増殖対策事業
３中小家畜対策事業
４畜産関係中央団体委託事業

農業の振興

農林水産部
畜産物の生産振興
事業費

大家畜生産振興対策事業費 2,943 1,859

肉用牛経営の安定と生産技術の改善、及び生乳の計画的生産によ
る酪農経営の安定的な発展を図るとともに、飼料作物の生産性の
向上と県内産飼料の自給体制の確立を推進する。また、畜産経営
による環境汚染の未然防止や解決を図るため巡回指導を実施する
とともに、有機性資源の有効活用を図る。１酪農振興対策事業
２肉用牛振興対策事業
３自給飼料対策事業
４資源循環型畜産確立対策推進事業

農業の振興

農林水産部
食肉センター流通
対策事業費

食肉センター流通対策事業
費

105,156 105,156

１市場機能強化対策事業費補助金・・・四日市畜産公社が行う卸
売市場機能強化対策を支援し、公社の経営安定を図る。
２食肉処理施設再整備事業費補助金・・・四日市市が実施した四
日市市食肉センター再整備費の市債償還元金・利子に対して補助
する。
３県産食肉安定供給施設支援事業費補助金・・・松阪食肉流通セ
ンターの安定的な運営を確保するため、食肉処理施設の維持対策
費等に対して補助する。
４県産肉用牛等放射性物質検査支援事業・・・県内の基幹食肉処
理施設が行う放射性物質検査に要する測定機器を貸与する。

農業の振興

農林水産部
高収益型畜産連携
体育成事業費

高収益型畜産連携体育成事
業費

350,271 271

畜産経営体を核として耕種農家や関連事業者等が連携し、生産性
や畜産物のブランド力の向上などを目指す高収益型畜産連携体の
育成を進めるとともに、畜産施設等の整備支援に取り組み、中山
間地域等での新たな雇用の創出を図る。
１県推進事業
２畜産施設等整備事業

農業の振興

農林水産部
東京オリ・パラへ
の畜産物供給体制
構築事業費

東京オリ・パラへの畜産物
供給体制構築事業費

16,668 3,295

東京オリパラを契機として、海外や首都圏において、より一層他
産地との差別化を図り、販売攻勢を強めるため需要に応じた畜産
物の生産・供給体制の強化を図るとともに、安全性や生産性の向
上、持続可能な生産への取組を進める。
１みえ生まれみえ育ちの高品質ブランド和牛供給体制構築事業
２ECO畜産物供給体制構築事業

農業の振興

農林水産部
ＪＧＡＰ家畜・畜
産物等の導入加速
化推進事業費

ＪＧＡＰ家畜・畜産物等の
導入加速化推進事業費

5,013 1,224

東京オリンピック・パラリンピック競技大会における調達基準と
して、グローバルGAP又はJGAP家畜・畜産物による認証を受けて
生産された畜産物とされている。また、食品事業者のHACCP制度
化や食の安全・安心に対する消費者ニーズの高まりに伴い、第三
者認証等が求められることが想定される。このため、指導員を育
成し、生産者の認証取得を支援する。

農業の振興



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部
三重の畜産物海外
輸出ルート構築支
援事業費

三重の畜産物海外輸出ルー
ト構築支援事業費

1,253 1,253

アジア圏等に向け輸出を拡大していくため、既存ルートでは困難
な輸出部位構成の変更や少量小口取引にも柔軟に対応できる新た
な輸出ルートの構築を図り、輸出先国・地域ごとのニーズにあっ
た高品質な県産畜産物の恒常的な輸出につなげます。

農業の振興

農林水産部 農地総務費 農地総務費 11,672 11,672

１砂利採取法等の許認可事務や県管理自作農財産の管理業務への
対応及び公共用地の未登記解消を行うために嘱託員の配置を行
う。
２換地処分等に係る苦情・紛争に適切に対応するため、指導・助
言を行う。

農業の振興

農林水産部
県営かんがい排水
事業費

国補公共事業 15,960 560
１．一般型
基幹かんがい排水施設の整備を図る。

農業の振興

農林水産部
団体営かんがい排
水事業費

国補公共事業 72,327 0

１.機能保全計画策定事業
農業水利施設の機能診断及び保全計画を策定する。
２.施設計画策定事業
整備計画を策定するための地域の諸条件の現状把握及び概略設計
を実施する。
３.農業水路等長寿命化・防災減災事業
農業水利施設の長寿命化対策工事等及び防災減災対策工事等を実
施し、農業の持続的な発展を図る。
４．土地改良施設突発事故復旧事業（団体営）
土地改良施設において、突発的な事故により機能低下及び喪失が
生じた場合に機能回復を図る工事を実施し、農業経営の安定を図
る。

農業の振興

農林水産部
県単土地基盤整備
事業費

県単公共事業 93,975 93,975

農地や農村環境、自然環境を保全するとともに、担い手の育成や
集落営農を推進するため、農業生産性の向上と良好な営農が営ま
れるよう実施する農業生産基盤や農村生活環境の整備等のうち、
国庫補助事業の採択基準に該当しない小規模な地区について支援
する。
・小規模土地改良事業
・土地改良施設整備補修事業

農業の振興

農林水産部
国営等関連特別県
単事業費

県単公共事業 3,000 3,000

国営及び機構営農業水利事業の事業効果を早期に発現するため、
その受益地内において補助事業で対応できない末端用水路及び施
設の整備について、上位事業との整合を図りながら、要望地区の
整備を計画的に推進していく。

農業の振興

農林水産部
土地改良推進事業
費

土地改良推進対策事業費 1,141 127

土地改良区体制強化事業（施設・財務管理強化対策）
市町及び土地改良区の排水施設管理者に対し、現地指導を行い的
確な操作及び緊急時の対応を習得させることにより、被災を軽減
し、県民の安全を確保する。
土地改良区体制強化事業（研修・人材育成）
土地改良事業に精通した換地士等を専門指導員として配置し、土
地改良事業に関する苦情・紛争等についての相談を行い、円滑な
事業の推進に寄与します。

農業の振興



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部
土地改良推進事業
費

土地改良事業計画等対策事
業費

2,865 53

１県営土地改良事業の当初及び変更事業申請において、計画の審
査適正化を図るため、土地改良法第８７条第２項及び第８８条第
６項等の規定に基づき準用する土地改良法第８条の土地改良事業
計画調査の専門技術者の調査依頼を行う。
２換地を伴う土地改良事業実施予定地区において、事業採択の前
年度に土地改良法に基づく換地計画樹立のための基礎調査及び設
計基準の作成等を行うことにより、換地処分による農用地の集団
化を図るとともに育成すべき経営体への新規利用権設定、農作業
の受託等の促進を図る。

農業の振興

農林水産部
県単土地改良施設
整備事業費

県単公共事業 2,350 2,350

県営土地改良事業によって取得した土地改良施設は事業完了後に
市町や土地改良区等へ譲渡することとしているが、未登記、施設
の不具合、完成からの時間経過等に伴う書類の散逸等の理由によ
り県有のままになっている施設があるため、速やかに未譲渡原因
の解消を図り、譲渡を行うことにより土地改良施設の安定した管
理、有効利用を図る。

農業の振興

農林水産部
高度水利機能確保
基盤整備事業費

国補公共事業 402,960 2,897

大規模営農による競争力強化や、高収益作物の導入による収益増
の実現に向けて、高度な水利機能を有する高生産性の生産基盤を
整備し、担い手への利用集積を促進することで将来の安定的な農
業経営を推進する。

農業の振興

農林水産部
土地改良直轄調査
受託事業費

土地改良直轄調査費 400 0

農業生産基盤及び農村環境整備等を円滑に推進するために、事業
実績や整備状況等に関する国の直轄調査の一部を受託、実施す
る。
①農業基盤情報基礎調査
②経済効果測定基準調査

農業の振興

農林水産部
土地改良区資産評
価データ整備事業
費

土地改良区資産評価データ
整備事業費

5,000 0

県内の土地改良施設の管理を行わない土地改良区を除く全ての土
地改良区に対し、土地改良事業にて造成した土地改良施設につい
て資産評価を行い、その現在価値を土地改良国提供することによ
り、平成３４年度以降、土地改良法第29条の２により義務化され
る決算関係資料における貸借対照表の作成に必要な情報提供を行
う。

農業の振興

農林水産部
農業委員会及び農
業委員会ネット
ワーク機構助成費

農業委員会交付金等事業費 172,895 1,500

・農業委員会交付金
農業委員会の職員の設置、農業委員及び農地利用最適化推進委員
の手当等に必要な経費を交付する。
・農業委員会ネットワーク機構負担金
三重県農業委員会ネットワーク機構の職員設置、委員手当等に必
要な経費を支援する。
・農地利用最適化交付金
農業委員及び農地利用最適化推進委員の農地利用最適化に向けた
積極的な活動に必要な経費を交付する。
・農業委員会補助金
所有者等の農地利用の意向調査、所有者不明農地の権利関係調
査、農業委員等の資質向上研修等を支援する。

農業の振興



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部 農地調整費 農地調整費 3,588 537

①農地に関する許可、民事調停等を実施することにより、農地法
の適正な運用を図る。
②農地の一時転用を伴う砂利採取の認可を行い、砂利採取後確実
に農地に復元させる。
③「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき市町農業振興地
域整備計画の適正な管理について助言を行い、農業振興地域の保
全・形成に努める。

農業の振興

農林水産部 自作農財産管理費 自作農財産管理費 20,040 229
自作農財産（国有農地・開拓財産）の管理及び売払等の処分及び
貸付使用料等の徴収事務を行う。

農業の振興

農林水産部
国営造成施設県管
理事業費

国営造成施設県管理事業費 16,151 8,471

国営中勢用水事業で造成された農業用水専用の安濃ダムは、下流
の河川改修が進んでいないことから、洪水被害軽減に配慮した気
象状況の判断や高度な操作技術が必要である。このため、運用開
始直後から県が国から管理を受託しており、これに要する経費の
負担を行う。

農業の振興

農林水産部
国営等関連対策事
業費

国営等事業負担金 847,273 214,273
国営土地改良事業に係る当該年度建設費等の県負担金を支払うと
ともに、過年度建設費の県負担金及び地元負担金を償還する。ま
た（独）水資源機構が直接管理する管理費について負担する。

農業の振興

農林水産部
安濃ダム緊急施設
整備事業費

国補公共事業 46,470 19,914

安濃ダムは、国営中勢用水事業により造成され、防災的・公共的
な見地から県（農林水産部）が管理しているが、施設造成後２０
年以上が経過し、設備の老朽化等で支障をきたしていることか
ら、改修を行うことによって安全管理の維持・向上を図る。

農業の振興

農林水産部
団体営災害耕地復
旧事業費

平成２９年災害復旧事業費 49,510 848
農地、農業用施設の災害復旧において、農林水産施設災害復旧事
業費国庫補助の暫定措置に関する法律を活用し、農業の維持を図
り、あわせて、その経営の安定に寄与する。

農業の振興

農林水産部
団体営災害耕地復
旧事業費

平成３０年災害復旧事業費 187,072 3,351
農地、農業用施設の災害復旧において、農林水産施設災害復旧事
業費国庫補助の暫定措置に関する法律を活用し、農業の維持を図
り、あわせて、その経営の安定に寄与する。

農業の振興

農林水産部
団体営災害耕地復
旧事業費

平成３１年災害復旧事業費 1,052,893 19,925
農地、農業用施設の災害復旧において、農林水産施設災害復旧事
業費国庫補助の暫定措置に関する法律を活用し、農業の維持を図
り、あわせて、その経営の安定に寄与する。

農業の振興

農林水産部 奨励貸付事業費
農業改良資金償還管理事業
費

1,066 0

農業者に対して過去に貸し付けた農業改良資金の償還及び債権管
理等に必要な事務を行う。
農業改良資金：償還期間10～12年以内
無利子貸付

農業の振興

農林水産部 奨励貸付事業費
就農施設等資金償還管理事
業費

29,180 0

青年等の新規就農促進と、経営の定着を支援するため、経営の開
始等をしようとする認定就農者に対して過去に貸付けた、就農支
援資金のうち、就農施設等資金の償還及び債権管理等に必要な事
務を行う。

農業の振興

農林水産部 奨励貸付事業費
就農施設等資金等一般会計
繰出金

14,579 0
就農施設等資金の貸付財源である国からの貸付金の償還及び農業
改良資金の貸付財源である国からの補助金の返還に伴い、一般会
計への繰出しを行う。

農業の振興

農林水産部 予備費 予備費 55,158 0
就農施設等資金償還管理事業及び農業改良資金償還管理事業の繰
越金を管理する。

農業の振興

農林水産部 一般管理費 一般運営事務費 1,104 0
三重県地方卸売市場運営協議会及び市場関係者研修会等の開催に
より、適切な市場運営を行う。

農業の振興
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単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部 一般管理費
県有資産所在市町村交付
金・消費税

16,272 0
・「国有資産等所在市町村交付金法」に基づき、松阪市に対して
交付金を交付する。
・事業収入に対しての消費税を納付する。

農業の振興

農林水産部 施設管理費 市場施設維持管理費 103,787 0

市場の各施設について、関係法令（電気事業法、消防法、水質汚
濁防止法、水道法等）に基づき、安全かつ適切な施設の維持管理
を行うため、老朽化の激しい施設の大規模修繕、改修工事等を行
う。

農業の振興

農林水産部 特別会計繰出金
林業資金貸付事業特別会計
繰出金

599 ▲ 94,401 林業改善資金貸付事業に必要な事務費を計上します。
林業の振興と森林
づくり

農林水産部
森林育成促進資金
貸付金

森林育成促進資金貸付事業
費

95,124 0
森林組合が経営の多様化、協業化、経営の改善及び強化を図るこ
とにより、森林の育成を促進し、森林の保全に寄与します。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
豊かな森と地域を
担う人づくり事業
費

豊かな森と地域を担う人づ
くり事業費

2,493 544

地域の森林資源を有効に活用するため、多様な主体による自立的
林業経営活動を支援します。また、県内市町における将来の森林
整備の担い手を確保するため、高校生の林業就業体験を支援しま
す。加えて、労働災害削減のため、安全衛生指導員の養成や労働
現場の巡回指導などの取組を支援します。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
みえ森林・林業ア
カデミー設置・運
営事業費

みえ森林・林業アカデミー
設置・運営事業費

46,807 46,807

平成31年4月に新たな林業人材育成機関「みえ森林・林業アカデ
ミー」を本格開講し、主に既就業者を対象とした育成講座を実施
するとともに、今後の森林整備の推進に重要な役割を果たす市町
職員講座などを実施します。さらに、木材の利用促進を図るた
め、木造建築士養成講座等を実施します。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
林業普及指導事業
費

普及指導活動事業費 6,388 1,710

森林法第１８７条第１項に規定する林業普及指導員を適正に配置
し、林業普及指導員が、森林所有者等に対し、林業に関する技術
及び知識を普及するとともに、森林施業に関する指導等を行い、
林業技術の改善、経営の合理化、森林の整備を促進し、もって森
林の有する多面的機能の発揮及び林業の持続的かつ健全な育成に
資することを目的とします。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
林業・木材産業構
造改革事業費

林業・木材産業構造改革事
業費

427,940 930

（１）林業の持続的な発展と、林産物等の供給・利用の確保を推
進するため、競争力のある木材産地等の形成と地域材等の安定的
な供給を図ります。
（２）森林組合法に基づき、組織・財務・事業の状況について報
告の徴収や監督上の命令などを実施します。
（３）県産特用林産物について、県民が安全で安心に選ぶことが
できる環境づくりを進めます。
（４）優良種苗を確保するため、優良種の種子生産を行うととも
に、種苗生産事業者への講習などを行います。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部 県行造林事業費 県行造林事業費 50,337 44,815

県行造林は、県内１４市町３４０９haの森林に地上権を設定し、
木材生産活動を通じて森林資源の適正な育成と森林の持つ公益的
機能の維持増進を図るため、森林管理を行い、災害に強い森林づ
くりを進めます。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部 森林整備対策費
森林経営計画作成推進事業
費

30,610 1,253

持続可能な林業生産活動の推進のため、森林組合などの林業事業
体が森林所有者から森林経営の委託を受けて「森林経営計画」を
作成する場合（委託型）や森林所有者等が共同して「森林経営計
画」を作成する場合（共同等）に必要な活動や森林境界の明確化
に係る活動を支援し、施業集約化による効率的な間伐等を進めま
す。

林業の振興と森林
づくり
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単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部
森林整備加速化・
林業再生基金事業
費

森林整備加速化・林業再生
基金事業費

163,000 0
三重県森林整備加速化・林業再生基金の残額を国庫へ納付しま
す。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
森林整備加速化・
林業再生基金事業
費

森林整備加速化・林業再生
基金積立金

100,000 0 資金融通の償還金を基金へ積み立てます。
林業の振興と森林
づくり

農林水産部
「もっと県産材を
使おう」推進事業
費

「もっと県産材を使おう」
推進事業費

3,638 2,982

森林の有する多面的機能を発揮させ、林業の持続的かつ健全な発
展を図るには、県産材の利用を増やし、緑の循環を実現していく
ことが重要です。このため、品質・規格の明確な製材品である
「三重の木」認証材をはじめとする県産材の情報発信・販路開拓
等に取り組み、県産材の利用拡大を図ります。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部 森林病害虫防除費 森林病害虫等防除事業費 229 229
森林に被害を与える病害虫を、早期かつ重点的に防除し、森林の
公益的機能の維持を図ります。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部 造林事業費
（国補公共事業）造林事業
費

371,778 103,508
森林の有する多面的機能の維持・増進や持続的林業生産活動等の
推進を図るため、植栽、下刈、搬出間伐、枝打などの森林整備を
行います。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部 県単造林事業費
（県単公共事業）県単造林
事業費

20,219 0
森林の有する多面的機能の維持・増進や持続的林業生産活動等の
推進を図るため、国庫補助事業を補完し、植栽、下刈、除伐、搬
出間伐、枝打ちなどの森林整備を行います。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
災害に強い森林づ
くり推進事業費

災害に強い森林づくり推進
事業費

408,380 0

1.倒木等の流下により被害を及ぼすおそれのある渓流沿いの森林
において、土砂や流木の発生・流出に対して緩衝効果を発揮する
森林の整備を行います。
2.事業の効果を検証するため、土砂や流木の流出に対する緩衝効
果等について、科学的な視点で調査・研究を実施します。
3.治山施設等に異常に堆積し、台風や豪雨に伴う流下により被害
を及ぼすおそれのある土砂・流木の除去を行います。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
特定森林再生事業
費

（国補公共事業）特定森林
再生事業費

5,951 2,489
自然条件等により森林所有者の自助努力では更新が困難な森林に
おいて、所有者と市町が事業実施後一定期間皆伐をしない等の協
定を締結し、緊急的に実施される再造林等を支援します。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部 林道事業費
（国補公共事業）林道事業
費

326,563 21,145
林産物の安定供給を推進するとともに、森林の適正な維持管理に
より公益的機能を高度に発揮させるため、基幹施設である林道の
整備を実施します。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部 県単林道事業費
（県単公共事業）県単林道
事業費

15,750 1,750
保育、間伐等の森林整備を推進し、林産物の安定供給を図るた
め、国庫補助事業を補完する小規模な林道のほか作業道を整備し
ます。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
保安林整備管理事
業費

保安林整備管理事業費 8,237 363
保安林の指定や解除等の適正な維持管理を行い、国土保全等の森
林の公益的機能の向上を図ります。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
森林保全管理事業
費

林地開発許可事業費 705 705
森林の保続培養及び森林生産能力の増進に留意し、森林法の趣旨
に即し林地開発が適正に行われるよう指導・許可を行い、県民の
生活環境の保全を進めます。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
みんなでつくる三
重の森林事業費

みんなでつくる三重の森林
事業費

449 449
県民、企業といったさまざまな主体に対して必要な情報提供や支
援等を行ったり、森林にふれあう機会を設けたりすることで、県
民の森林づくり活動や緑化活動への参画を促進します。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
みえ森と緑の県民
税基金積立金

みえ森と緑の県民税基金積
立金

1,090,828 1,090,789
平成３１年度の「みえ森と緑の県民税」の税収、年度末基金残高
に対応する利子相当額および過年度事業の執行残を「みえ森と緑
の県民税基金」に積み立てます。

林業の振興と森林
づくり
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単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部
森を育む人づくり
推進事業費

森を育む人づくりサポート
体制整備事業費

34,557 0
学校や地域で実施される森林環境教育や木育、森づくり活動にか
かる相談窓口となる「森づくりサポートセンター」を運営し、指
導者養成を行うほか、広域的・総合的なサポートを行います。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
みえ森と緑の県民
税制度運営事業費

みえ森と緑の県民税制度運
営事業費

19,362 0
「みえ森と緑の県民税」の制度が円滑に運営されるよう、みえ森
と緑の県民税評価委員会の運営や、みえ森と緑の県民税の広報等
を行います。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
みえ森と緑の県民
税市町交付金事業
費

みえ森と緑の県民税市町交
付金事業費

550,000 0

「災害に強い森林づくり」及び「県民全体で森林を支える社会づ
くり」を推進するという「みえ森と緑の県民税」の趣旨に則っ
て、市町が地域の実情に応じて創意工夫して森林づくりの施策を
展開することができるよう「みえ森と緑の県民税市町交付金」
（基本枠・加算枠）を交付します。また、面的な森林整備や獣害
対策などの課題に県と市町が連携して取り組むため、「みえ森と
緑の県民税市町交付金」（連携枠）を交付します。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部 森林計画事業費 地域森林計画編成事業費 3,655 3,160

森林法第5条に基づき、全国森林計画に即して県内4つの森林計画
区ごとに、伐採、造林・間伐、林道開設、保安林の整備等に関す
る事項を定めた10ヵ年の地域森林計画を樹立・変更し、地域特性
に応じた森林施策の推進目標と森林整備の指針を明らかにしま
す。また、三重県水源地域の保全に関する条例について、制度の
普及と適正な執行に努めます。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
森林環境創造事業
費

（県単公共事業）県単森林
環境創造事業費

21,675 21,675
市町、事業体、所有者が施業後一定の期間、皆伐を禁止するなど
の協定を締結した森林を公共財と位置づけ、森林の有する公益的
機能が持続的に発揮されるよう、間伐等の森林施業を行います。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
新たな森林経営管
理体制支援事業費

新たな森林経営管理体制支
援事業費

16,501 16,501
森林環境譲与税（仮称）を活用した、市町が主体となった「新た
な森林経営管理制度」が円滑に進むよう、市町の業務推進及び体
制整備を支援します。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
林道施設災害復旧
事業費

平成２９年林道施設災害復
旧事業費

61,000 1,000
事業主体が平成３１年度に実施する平成２９年に被災した林道施
設の復旧に要する費用を補助します。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
林道施設災害復旧
事業費

平成３０年林道施設災害復
旧事業費

20,400 400
事業主体が平成３1年度に実施する平成３０年に被災した林道施
設の復旧に要する費用を補助します。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
林道施設災害復旧
事業費

平成３１年林道施設災害復
旧事業費

599,450 9,450
事業主体が平成３１年度に実施する平成３１年に被災した林道施
設の復旧に要する費用を補助します。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
林業改善資金貸付
事業費

林業改善資金貸付事業費 30,605 0
林業・木材産業経営者等の経営の改善、労働災害の防止、後継者
の育成等に要する資金を無利子で融資し、林業・木材産業経営の
健全な発展と林業生産力の向上に努めます。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
林業就業促進資金
貸付事業費

林業就業促進資金貸付事業
費

1,500 0

新たに林業に就業しようとする者、又は認定計画に従って新たに
林業労働者を雇い入れようとする認定事業主に対し、その就業に
必要な林業の技術、就業の準備等に要する資金を無利子で貸し付
け、林業労働力の確保を図ります。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
木材産業等高度化
推進資金貸付事業
費

木材産業等高度化推進資金
貸付事業費

360,870 0
林業・木材産業関係の事業者に対して低利の資金を融通すること
により、木材の生産及び流通の合理化を促進します。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部
木材産業等高度化
推進資金貸付事業
費

農林漁業信用基金償還金 132,857 0
木材産業等高度化推進資金貸付事業にかかる（独）農林漁業信用
基金からの借受金の償還を行います。

林業の振興と森林
づくり

農林水産部 予備費 予備費 40,911 0
前年度繰越金を当年度及び次年度貸付財源に充当するための予備
費として保留します。

林業の振興と森林
づくり



平成３１年度当初予算の各事業概要

単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部 水産調整費 連絡調整事務費 3,546 3,546

三重県の水産業が魚価の長期低迷、漁業資源の減少傾向などによ
り漁業経営環境が厳しい状況にあるなかで、三重県水産業・漁村
振興指針の進行管理を行うとともに、水産に関する新技術の開発
等について全国規模の水産関係団体に参画し、情報収集等を行
う。

水産業の振興

農林水産部 漁船登録事務費 漁船登録事務費 5,937 ▲ 12,666
漁船法の規定に基づき、建造・改造許可、漁船登録、漁船検認等
の関係事務を実施し、適正な漁船の管理を行う。

水産業の振興

農林水産部
強い水産業づくり
施設整備事業費

強い水産業づくり施設整備
事業費

197,172 172

水産基本法の基本理念である水産物の安定供給の確保及び水産業
の健全な発展を実現するため、市町、漁協等の実施する共同利用
施設等の整備に協力する。また、円滑な事業実施を支援するとと
もに、施設の適切な管理運営や処分等の指導監督を行う。

水産業の振興

農林水産部
水産関係施設機能
保全等支援事業費

水産関係施設機能保全等支
援事業費

285 285

水産業振興対策の一環として、効果が高く、又は緊急性を要する
にもかかわらず、国庫補助事業の採択基準に満たない小規模な事
業のうち、既存施設の長寿命化を目的とした機能保全や、高齢化
対策としての省力化のほか、省エネルギー化、環境対策に資する
施設等の整備、水産加工・防災対策等に必要な機器整備を支援す
ることにより、地域漁業の持続的な発展を図る。

水産業の振興

農林水産部
三重ノリ生産・販
売体制構築事業費

三重ノリ生産・販売体制構
築事業費

1,779 1,779

地域の基幹産業として、重要な役割を果たしている黒ノリ養殖業
について、差別化された商品づくり及び販売戦略構築に係る取組
を支援するほか、新品種の作出に取り組み、黒ノリ養殖業の継
続・発展を図る。また、イトノリ養殖技術の開発に取り組む。

水産業の振興

農林水産部

サミットのレガ
シーを活用した海
女漁業活性化事業
費

サミットのレガシーを活用
した海女漁業活性化事業費

1,083 1,083

鳥羽・志摩を中心に県南部で広く営まれる海女漁業は、地域の重
要な産業であることに加え、伊勢志摩サミット開催により県産水
産物への注目が高まっている。中でも海女漁獲物であるクロアワ
ビの需要が増え価格が上昇している。そこで、クロアワビ資源の
増大等に取り組むとともに、希少価値の高いマダカアワビ種苗生
産技術の開発に取り組み、海女漁業収入の向上を図る。

水産業の振興

農林水産部
海女漁業の魅力向
上事業費

海女漁業の魅力向上事業費 303 303

海女漁業や海女文化の振興による地域活性化を目的に、海女自身
が参加し、関係市、県、関係機関等とともに設立された海女振興
協議会の活動を通じて、「海女もん」商品の品質向上のための研
修等を開催するなど、海女漁業の魅力向上に係る取組を支援す
る。

水産業の振興

農林水産部

東京オリ・パラに
向けたみえの水産
物販売力強化事業
費

東京オリ・パラに向けたみ
えの水産物販売力強化事業
費

1,526 1,526

国内外から1千万人以上の来場者が見込まれ、大きなビジネス
チャンスが期待される東京オリンピックパラリンピック競技大会
の開催を契機に、首都圏での県産水産物の販売拡大に繋げるた
め、持続可能性を確保した漁業の認証取得等に向けた支援のほ
か、食材調達基準を満たす県産水産物等の販売力強化等に取り組
みます。

水産業の振興

農林水産部
離島漁業再生支援
事業費

離島漁業再生支援事業費 13,180 0

漁獲物の販売・漁業資材の取得など販売・生産面で不利な条件下
に置かれ、漁業就業者の減少・高齢化が一層進行している離島に
おいて、漁業再生のための取組を支援し、離島漁業の再生を図
る。

水産業の振興
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単位（千円）

部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名称

農林水産部

真珠養殖における
ＡＩ・ＩＣＴを活
用したスマート化
促進事業費

真珠養殖におけるＡＩ・Ｉ
ＣＴを活用したスマート化
促進事業費

8,827 4,414

高度な技術と経験が必要である真珠養殖業について、優秀な養殖
業者の養殖技術の見える化及びＩＣＴ等を活用したスマート化や
環境予測技術の開発、導入など、優良技術の継承や真珠の生産性
の向上のための技術開発に取り組み、若者等の定着促進を図りま
す。

水産業の振興

農林水産部
海女等みえの漁業
者の所得向上モデ
ル構築事業費

海女等みえの漁業者の所得
向上モデル構築事業費

999 934
年間を通じた収入の確保及び水産物の消費拡大による漁業所得の
向上を図るため、海女が消費者に対し、県産水産物の魅力を伝え
る仕組みづくりに取り組みます。

水産業の振興

農林水産部
魚類養殖における
ＡＩ・ＩＣＴ技術
導入促進事業費

魚類養殖におけるＡＩ・Ｉ
ＣＴ技術導入促進事業費

2,856 1,428

魚類養殖業は県南部地域における重要な産業であるが、零細な個
人経営体が多いことから、他産地との競争力が低くなっている。
また、養殖魚の飼育管理は生産者の経験に大きく依存しており、
後継者や若者の新規参入が困難となっている。そこで、経営体の
枠組みを超えた出荷の一括管理システムを整備し、全県的な計画
生産体制を構築するため、ＡＩ・ＩＣＴ技術を活用した自動給餌
システム等の開発及び普及を図る。

水産業の振興

農林水産部
漁業協同組合組織
強化事業費

漁協合併等対策指導事業費 252 252

漁業を取り巻く厳しい情勢が続く中で、漁協経営は益々不安定な
状況になり、悪化かつ深刻化している。このような状況に対処す
るため、漁協の経営改善を支援するとともに、漁協組織の再編を
促進する。

水産業の振興

農林水産部 漁業監督費 漁業取締事業費 26,887 26,887

漁業秩序を維持するため、関係機関との連絡を密にしながら、漁
業取締事務を実施する。また、漁業取締船の機能維持管理を行
う。
１）漁業取締業務
２）海上保安部との連携
３）密漁防止対策協議会・海難防止連絡協議会との連携
４）漁業取締船の修理等維持管理

水産業の振興

農林水産部 漁業取締船整備費 漁業取締船整備費 44,254 3,254
漁業取締の機能を充実し、漁業秩序の確立を図るため、漁業取締
船「はやたか」の定期検査及び浮桟橋更新の設計委託を行う。

水産業の振興

農林水産部 漁港管理費 漁港管理費 4,343 2,099
三重県が所有・管理している漁港を漁業者及び訪問者に適切かつ
安全に利用していただけるよう、担当職員が巡視を行い、危険箇
所の確認等、適切な漁港施設の維持管理を行います。

水産業の振興

農林水産部
栽培漁業推進事業
費

種苗生産推進事業費 56,662 37,450

県内のつくり育てる漁業の促進を図るため、三重県栽培漁業セン
ター(浜島）においてアワビ、クルマエビ、ヒラメ等の種苗生産
を行う必要があり、この種苗生産推進事業を(公財)三重県水産振
興事業団に委託する。

水産業の振興

農林水産部 漁業管理事務費 漁業調整通常事務費 3,179 ▲ 2,785

海面や内水面漁業における漁業生産力の向上及び高度利用を目的
とし、漁業の安全操業及び経営安定化等を図る。
・漁業の免許、登録及び漁業許可に関する事務
・漁業間の調整及び紛争処理
・大臣許可漁業等における他県との連絡調整
・知事許可漁業の一斉更新

水産業の振興

農林水産部
資源管理体制・機
能強化総合対策事
業費

資源管理体制・機能強化総
合対策事業費

11,266 1,271
水産資源の維持・回復を図るため、漁業者が計画的に資源管理に
取り組める体制の構築及び支援を行う。また、まいわし等のＴＡ
Ｃ対象魚種について漁獲管理を行う。

水産業の振興

農林水産部
栽培漁業センター
整備費

栽培漁業センター整備費 24,585 0
健苗性の高いアワビ種苗の増産を図るため、三重県栽培漁業セン
ターにアワビ種苗生産用の10m巡流水槽を2基増設する。

水産業の振興
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農林水産部
県単漁港改良事業
費

県単公共事業 23,754 14,754

漁業の基盤である漁港の計画的な施設整備を行い、漁港機能の推
進と安全性の確保を図り、もって地域漁業の健全な発展を図る。
国補対象の漁港事業の効果を一層発揮するために整備の必要な施
設、他の水産施設と有機的な連携を図るために必要な施設等につ
いて整備する。さらに、漁港及び漁港海岸機能の推進と安全性の
確保を図るために、緊急性を要するにも関わらず、国の採択基準
に満たない小規模な事業等で市町が実施する事業に対して補助を
行う。

水産業の振興

農林水産部
漁港・海岸維持修
繕事業費

県単公共事業 13,092 13,092
老朽化等により、著しく機能が低下した施設の維持修繕を実施す
ることにより、既存施設を有効に機能させ災害発生を未然に防止
する。

水産業の振興

農林水産部
県単漁港環境整備
事業費

県単公共事業 12,800 12,800

近年における親水性ブームの高まりから、漁港区域内に来航する
外来者が増加している。これに伴い、これらの利用者が落として
いくゴミ及び河川又は漁港前面の海域から流入する大小のゴミの
ため、漁港区域内における漁業活動に支障を来す等放置できない
状況にある。このため、安全で使いやすい漁港及び漁港区域内の
美化、環境保全に資することを目指し、漁港区域内の清掃等を行
う。

水産業の振興

農林水産部
県単沿岸漁場整備
事業費

県単公共事業 40,690 13,690

水産業振興対策の一環として、漁場整備、漁場保全及び共同利用
施設において海域での効果が高く、又は緊急性を要するにもかか
わらず、受益者、構造、規模等が国の採択基準に満たないため、
国の補助対象とならない小規模な事業で市町及び漁協等が実施す
る事業に対して、補助を行う。県有施設の補修・維持管理や広域
的な漁場整備、漁場保全の計画等に関する調査研究を行う。

水産業の振興

農林水産部
広域漁場整備事業
費

国補公共事業 21,000 1,000

利用が地元の漁業より広い共同漁業権の区域外の漁場を計画的か
つ一体的、大規模に整備するとともに、共同漁業権の区域内等地
先の漁場整備を行うことにより、水産資源の持続的利用と水産物
の安定的な供給に資することを目的とする。

水産業の振興

農林水産部
県営水産物供給基
盤機能保全事業費

国補公共事業 28,956 1,167
県民への安全・安心な水産物の供給を維持するため、老朽化が進
む漁港施設の長寿命化のための機能保全計画の策定、将来的に本
来の機能が発揮できるよう保全工事を実施する。

水産業の振興

農林水産部
市町営水産物供給
基盤機能保全事業
費

国補公共事業 276,825 1,400
県民への安心・安全な水産物の供給を維持するため、老朽化が進
む漁港施設の長寿命化のための機能保全計画の策定、将来的に本
来の機能が発揮できるよう保全工事を実施する。

水産業の振興

農林水産部
市町営農山漁村地
域整備事業費（水
産基盤整備）

国補公共事業 253,550 1,150

勢力を増す台風や南海トラフ地震などの大規模自然災害による高
潮・波浪・津波よる浸水被害の低減、漁港海岸保全施設と一体と
なって背後地を守る防波堤などの漁港施設の嵩上げや耐震対策な
どを整備する市町及び漁村地域の就労環境並びに生活環境の改善
を図る市町に対し支援する。

水産業の振興

農林水産部
県営水産生産基盤
整備事業費

国補公共事業 601,650 8,817

勢力を増す台風や南海トラフ地震などの大規模自然災害による高
潮・波浪・津波による浸水被害の低減及び生産体制の早期再開や
漁業の作業効率向上、荒天時出荷による付加価値化など、水産業
競争力強化の実現のため、漁港海岸保全施設と一体となって背後
地を守る防波堤などの漁港施設の嵩上げや耐震対策などを実施す
る。

水産業の振興
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農林水産部
海女漁業等環境基
盤整備事業費

国補公共事業 85,887 6,387

沿岸海域においては、長年の陸域からの負荷、海岸線の開発等に
伴う藻場の減少、汚泥の堆積による浅海域での海域環境の悪化が
進行し、海女漁業等の漁業生産力ならびに水質浄化機能の低下が
著しい。このため、本事業により、浅海域での多様な生物相とそ
の再生産による自然浄化能力の再生を図るものである。

水産業の振興

農林水産部
伊勢湾アサリ漁業
環境基盤整備事業
費

国補公共事業 120,400 8,400

伊勢湾の沿岸海域においては、長年の陸域からの負荷、海岸線の
開発等に伴う干潟の減少により、アサリ漁業等の漁業生産力なら
びに水質浄化機能の低下が著しい。このため、本事業により、浅
海域での多様な生物相による自然浄化能力を再生し、アサリ資源
の増加を図ります。

水産業の振興

農林水産部
三重の未来を紡ぎ
繋げる漁業振興事
業費

国補公共事業 315,000 1,000
青ノリ・真珠等の品質向上及び海域環境の改善を図るため、英虞
湾の堆積汚泥を浚渫により除去します。

水産業の振興

農林水産部
水産業改良普及事
業費

水産業改良普及事業費 2,413 95

沿岸漁業等の生産性の向上、経営の近代化及び技術の改良を図る
ために水産業普及指導員を配置し、漁業従事者に対して技術及び
知識の普及を行い、自主的活動の促進や沿岸漁業の合理的発展を
図る。また、普及指導員の指導能力の向上を図るため各研修への
派遣等を行う。
漁家指導、漁業情報の収集、提供
水産業普及指導員研修
水産業普及指導員新任研修
普及高度化指導員ブロック研修

水産業の振興

農林水産部
漁業近代化資金融
通事業費

漁業近代化資金融通事業費 61,898 61,898

漁業者の経営改善に向けた取組みへの支援を目的とし、設備・運
転資金等の必要な資金の円滑な融通を図るため、利子補給措置等
を講ずる。
●融資枠
（１）漁業近代化資金11億円
（２）漁業経営維持安定資金0.1億円
（３）漁業経営改善促進資金0.2億円

水産業の振興

農林水産部 特別会計繰出金
沿岸漁業改善資金貸付事業
特別会計繰出金

747 747
沿岸漁業者に経営等改善資金等を無利子で貸付けする沿岸漁業改
善資金貸付事業特別会計への事務費の繰り出し等を行う。

水産業の振興

農林水産部
漁業共済推進事業
費

漁業共済推進事業費 18,015 18,015

①漁業共済推進事業
異常事象等による損失に備えるため、漁業共済への加入を推進す
るとともに、養殖共済の赤潮特約に係る掛金の一部を補助する。
②漁業経営セーフティーネット推進事業
燃油価格や配合飼料価格の高騰に備えるための漁業経営セーフ
ティーネット構築事業への加入を推進する。

水産業の振興

農林水産部
水産業・漁村を支
える担い手の確保
育成事業費

水産業・漁村を支える担い
手の確保育成事業費

313 313

意欲ある若者が地域の漁業を理解し円滑に着業していけるよう、
就業希望者を対象とした漁師塾等の実施地区拡大に取り組み、将
来にわたり水産業・漁村を支えていく担い手の確保・育成を図り
ます。

水産業の振興

農林水産部
地域漁業協業化・
法人化モデル構築
支援事業費

地域漁業協業化・法人化モ
デル構築支援事業費

453 453

協業化や法人化を促進することで、安定した経営基盤を有し、賃
金・労働時間等の明確化などの安定を求める若者等の雇用の受け
皿となる経営体の確保・育成を進め、若者が就業しやすい環境整
備や地域の活性化を図ります。

水産業の振興
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農林水産部
県営漁港施設等災
害復旧事業費

平成３０年災害復旧事業費 29,400 1,900
災害により被害を受けた漁港、海岸施設の機能を県において速や
かに復旧を行う。

水産業の振興

農林水産部
県営漁港施設等災
害復旧事業費

平成３１年災害復旧事業費 182,700 600
平成３１年に発生した災害により被害を受けた漁港、海岸施設の
機能を県において速やかに復旧を行う。

水産業の振興

農林水産部
沿岸漁業改善資金
貸付事業費

沿岸漁業改善資金貸付事業
費

42,267 0
沿岸漁業者等に経営等改善資金及び青年漁業者等養成確保資金を
無利子で貸し付けることにより、沿岸漁業の健全な発展と漁業生
産力の増大及び沿岸漁業者の福祉の向上を図る。

水産業の振興

農林水産部 予備費 予備費 277,526 0 沿岸漁業改善資金貸付事業の繰越金を管理する。 水産業の振興

農林水産部
漁業調整委員会総
務費

漁業調整委員会事務費 4,985 2,442
当海区における漁業の総合的な調整及び海面利用を図るために海
区漁業調整委員会を運営する。

行政委員会

農林水産部
内水面漁場管理委
員会総務費

内水面漁場管理委員会事務
費

617 263
本県内水面漁場における内水面漁業、水産動植物の採捕及び増殖
に関する事項の調整を図るため、内水面漁場管理委員会を運営す
る。

行政委員会

農林水産部 農政総務費 人件費 7,703,336 7,667,170 農林水産部職員人件費 人件費

農林水産部
漁業調整委員会総
務費

漁業調整委員報酬 11,610 10,444
漁業法第84条及び地方自治法第180条の５に基づき設置されてい
る海区漁業調整委員会の委員報酬（委員15名）

人件費

農林水産部
内水面漁場管理委
員会総務費

内水面漁場管理委員報酬 4,182 4,176
漁業法第130条及び地方自治法第180条の５に基づき設置されてい
る内水面漁場管理委員会の委員報酬（委員10名）

人件費

農林水産部 公債費 県債償還金 115,537 0 市場事業債にかかる償還金 公債費
農林水産部 公債費 県債償還金利子 13,638 0 市場事業債にかかる償還金利子 公債費
農林水産部 農政総務費 交際費 66 66 部長交際費 その他

農林水産部
漁業調整委員会総
務費

交際費 31 31
海区漁業調整委員会及び内水面漁場管理委員会に要する会長交際
費

その他


